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研究成果の概要（和文）：人口規模に応じた市町村保健師による地域保健活動のマネジメント方法を明らかにす
ることを目的とした。先行研究により作成した78項目のマネジメントに関する活動方法について、2020年に全国
の4割の682市区町村の保健師各1名を対象に郵送又はWEBによる質問紙調査を行った。2021年には残りの1024市区
町村を対象に調査した。
結果、活動方法は人口「1万未満」と「1万以上」で異なっていた。「1万未満」では市町村内の保健師間の連携
の促進・強化を目的とした活動方法が重視されていた。一方「1万以上」では効果・効率的な保健事業・保健活
動の展開及び住民による主体的な保健活動の促進を目的とした活動が重視されていた。

研究成果の概要（英文）：The purpose was to identify the management method of community health 
activities by MPHNs considering population size. We listed 78 activity approaches based on our 
previous studies. In 2020, we conducted a mailing or online questionnaire for MPHNs in 682 
municipalities, extracted into stratified groups classified into five by population size (40% 
sampling rate). In 2021, we conducted a similar questionnaire for MPHNs from the remaining 60%. Data
 from 270 MPHNs in 2020 and 334 MPHNs in 2021 were analyzed.
MPHNs' activity approaches differed depending on population size, especially between "less than 10,
000 people" and "10,000 people or more". MPHNs with a population of "less than 10,000" had focused 
on the activity approaches to promoting and strengthening collaboration among MPHNs. MPHNs with a 
population of "10,000 or more" had focused on the activity approaches to developing effective and 
efficient health service and promoting independent health activities by residents.

研究分野：公衆衛生看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで、都市部、へき地、各々の保健師活動に関する研究や活動報告はあるものの、人口規模に応じた地域保
健活動マネジメントに関する研究はなかった。本研究により、日本の保健師が従来、重視してきた地区管理方法
に加えて、地域保健活動のマネジメントにおける人口規模を考慮する必要性とその方法を明らかにしたことによ
り、市町村が限られた資源の中で人口減少社会に的確に対応し、引き続き持続可能な形で人々の暮らしを支える
保健サービスを提供していくことに寄与する。また、コミュニティ意識や地域資源等人口規模等の状況に応じた
多様な形態による保健サービスの提供を創造していくことに役立つと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
(1)わが国の市町村保健師は、地区活動という日本の保健師固有の活動により公衆衛生の向上に

寄与してきた。しかし、人々の価値観や生活の多様化が進む現代では市町村保健師が保健活動を

展開していくためには、地区単位のみならず、健康課題や健康リスクに関連する価値観や生活の

共通性に着目して、地区単位以外のアプローチ方法を検討していくことも必要とされている。 

(2)平成の大合併により、市町村数は平成 11年 3月末と比べ平成 22 年 3月末には半数近くまで

減少し、平成 28 年 4月には 1,718 となっている。また、約 8割の市町村は人口が減少している
1)。住民に身近な行政サービスを総合的に提供する役割を有する市町村においては、限られた資

源の中で人口減少社会に的確に対応し、引き続き持続可能な形で人々の暮らしを支える行政サ

ービスの提供が求められている。これに対し、人口規模等の状況に応じた多様な形態による行政

サービス提供の必要性や、あらゆる行政サービスを市町村単独で提供する発想は現実的ではな

く、連携中枢都市圏の取組、コミュニティ意識が希薄な大都市等地域と意識は高いが人口減少に

より支える資源の縮小地域とを考慮した取組の必要性が示されている 2)。よって、人口規模や地

理的条件等の多様性と人口減少の進行を踏まえた市町村の保健活動マネジメント方法を考案し

ていくことは重要である。しかし、都市部、へき地、各々の保健師活動に関する研究や活動報告

はあるものの、人口規模に応じた地域保健活動マネジメントに関する研究は見当たらない。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は、 市町村の人口規模別に、 母子保健分野、 健康づく り分野、 介護予防分

野における保健師の活動方法を、地区又は特定集団管理、活動体制等の組織運営管理、人材育

成の観点から調べ、人口規模に応じた市町村保健師の地域保健活動マネジメント方法を明らか

にすることである。  

なお、本研究における地域保健活動マネジメントとは、当該市町村住民全体の健康や生活の

質の維持・向上という目標を達成するために、効果・効率的な資源の利活用を図りながら、保

健サービスの公平性と質を保証するための標準化の作業3)4)とする。本研究では先行研究5）に基

づき地区又は特定集団管理、組織運営管理、人材育成に焦点を当てる。 

 

３．研究の方法 
(1)保健師の活動方法の調査票を作成するために、先行研究 5)の研究成果である保健師活動の課

題及び保健師活動の工夫を再分析した。その結果、調査票の大項目を地域保健活動マネジメント

の目的とし、“地区又は特定集団管理”については、【地区の健康課題の明確化】、【地区活動の活

性化】、【効果･効率的な保健事業・保健活動の展開】、【住民による主体的な保健活動の促進】、【住

民との協働の促進】、【市区町村行政組織内の連携の促進・強化】、【市区町村内の保健師間の連携

の促進・強化】、【他機関との連携の促進・強化】、“組織運営管理”については【保健師のモチベ

ーションの維持・向上】、“人材育成”については【人材確保・人材育成の体制整備】とした。そ

して、“地区又は特定集団管理”は 78、“組織運営管理”は 4、“人材育成”は 7の活動方法から

なる調査票を作成した。 

(2)2020 年度に全国の人口 50 万人未満の市区町村を人口規模別に 5分類（人口 20 万以上 50 万

未満、5万以上 20万未満、3万以上 5万未満、1万以上 3万未満、1万未満）し層化無作為抽出

（抽出率 40％）した 682 市区町村の母子保健、 健康づくり、 介護予防のいずれかの分野（対

象市区町村を 3 分の 1 ずつ割当てた）の活動全体を把握している保健師 1 名を対象に、重視し

ている活動方法について 5件法による（5：とても重視、4：やや重視している、3：ふつう、2：

あまり重視していない、1：重視していない）第 1回目デルファイ調査を実施した。新型コロナ

ウイルス感染症（以下、COVID-19 とする）禍による市町村保健師の活動方法への影響が予測さ

れたため、2019 年度時点と、2019 年度以降に分けて尋ねた。調査は郵送又は WEB による無記名

自記式調査とした。調査期間は 2020 年 11 月～12月であった。また、COVID-19 拡大の影響を鑑

み、調査協力による負担軽減のために、調査対象者は当初の統括的立場の保健師及び 3分野の保

健師各 1名から、統括保健師に限定せず 1分野のみの調査協力を依頼した。また、人口 50万人

以上の市は保健所を有し、COVID-19 対策に追われていると考え、対象から除外した。 



分析方法は、活動方法の単純集計をした。“組織運営管理”及び“人材育成”は主に統括的立

場の保健師の役割であるが、回答数が少なく、分析対象としなかった。また、“地区又は特定集

団管理”に関する活動方法の人口規模別比較を、SPSS ver.26 を用いて人口 5万以上 50 万未満、

1万以上 5万未満、1万未満の 3群で多重比較（Bonferroni）（有意水準 5％）により行った。 

(3)2021 年度は前年度の層化無作為抽出の残り 60％である人口 50 万人未満の 1024 市区町村を

対象に、前年度と同様に 2019 年度まで重視していた活動方法について 5件法により、第 2回目

デルファイ調査を実施した。調査期間は 2021 年 8月初旬～10 月初旬であった。 

分析方法は、活動方法の各質問項目の単純集計をした。また各活動方法の重視度について、

SPSS ver.26 を用いて対応のあるｔ検定（有意水準 5％）により、COVID-19 禍前後比較をした。 

 

４．研究成果 

(1)2020 年の調査について、有効回答数（率）は 270（39.6％）であった。人口規模別では、人

口 20万以上 50万未満が 18（47.4％）、5万以上 20 万未満が 74（44.6％）、3万以上 5万未満が

28（29.2％）、1万以上 3万未満が 72（40.4％）、1万未満が 78（38.2％）であった。回答者の保

健師としての実務経験年数（通算）は 23.3 年（標準偏差 9.2 年）、現在の所属部署での勤務年数

は 12 年（標準偏差 10.0 年）であった。 

 回答した市町村保健師が COVID-19 禍前の 2019 年度時点で重視していた“地区又は特定集団

管理”に関する活動方法を表 1 に示す。“地区又は特定集団管理”について、5 割以上が「とて

も重視している」及び「やや重視している」と回答した活動方法（以下、重視していた活動方法、

とする）は、目的別では【地区の健康課題の明確化】13 項目中 7項目、【地区活動の活性化】12

項目中 5 項目、【効果･効率的な保健事業・保健活動の展開】32 項目中 16 項目、【住民による主

体的な保健活動の促進】4項目中 2項目、【市区町村行政組織内の連携の促進・強化】2項目中 1

項目、【市区町村内の保健師間の連携の促進・強化】6項目中 3項目、【他機関との連携の促進・

強化】4項目中 2項目あった。【住民との協働の促進】5項目中にはなかった。 

(2) 2020 年度調査における市町村保健師が 2019 年度時点で重視している“地区又は特定集団管

理”に関する活動方法について、人口 5万以上 50 万未満（A 群）、1 万以上 5 万未満（B 群）、1

万未満（C 群）の 3 群で比較した結果、19 の活動方法について群間に有意差があった（表 1）。

19 項目中 2項目を除く 17項目全てについて、重視度の平均は C群よりも A群、B群で有意に高

かった。A群と C群で有意差があった活動方法は 12項目で、うち 11 項目は A群の重視度平均が

高かった。「全保健師で当該市区町村の健康課題を共有する」の 1 項目のみ C 群が高かった。B

群と C群で有意差があったのは 9項目で、全て B群が高かった。A群と B群で有意差があったの

は「NDB、KDB や介護 DB等のデータを活用する」の 1項目のみで、B群が高かった。以上から、 

“地区又は特定集団管理”に関する活動方法は、人口規模 1万未満の市町村とそれ以外の市町村

では異なる面があることが明らかになった。 

(3)(2)の結果を得て、2020 年度調査について、人口 1 万未満の小規模町村とそれ以外の市町村

に分け、「とても重視している」活動方法のみに着目し、回答率の上位 10項目を抽出し、比較し

た（表 2及び表 3）。その結果、人口 1万未満の小規模町村では、「既存の保健事業・組織を活用

し、保健事業を充実させる」、「全保健師で当該市区町村の健康課題を共有する」、「地区担当同士

の交流や保健師連絡会議等により地区の課題を共有する」について、また、人口 1万人以上の市

町村では「家庭訪問する」、「住民が主体的に保健活動に取り組めるようにする」について、とて

も重視している割合が上位にあり、各人口規模の市町村における活動方法の特徴であった。 

 小規模町村では、配置されている保健師数が少なく、各保健師はいくつもの業務を重ねて担当

していると推察され、町村内の保健師間の情報共有や連携が重視されていると考えられた。一方

で、人口 1万人以上の市町村の保健師は、住民の多様性が増し、また複雑・多問題のケースが増

える中で家庭訪問による個別支援が重視されていることや、対象人口集団が大きく、保健活動を

より浸透させるために住民の主体的な活動を促進する活動方法が重視されていると考えられた。 

(4)2021 年の調査について、有効回答数（率）は 334（32.6％）であった。人口規模別では、人

口 20 万以上 50 万未満が 23（39.7％）、5万以上 20万未満が 94（37.9％）、3万以上 5万未満が 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

45（31.0％）、1万以上 3万未満が 79（29.5％）、1万未満が 92（30.2％）であった。保健師とし

ての実務経験年数（通算）は 21.6 年（標準偏差 9.6 年）、現在の所属部署での勤務年数は 9.5 年

（標準偏差 8.5 年）であった。 

2019 年度時点で 5 割以上が重視していた活動方法を 2020 年調査と比較すると、【地区の健康

課題の明確化】13 項目中の「家庭訪問の機会を活かして地区住民の情報を得る」、「地区内の委

嘱委員から情報収集する」等の 4項目が共通しており、加えて 3項目があった。【地区活動の活

性化】12 項目中では、「担当地区に足を運ぶ」、「個々の課題から地区の健康課題につなげる」等

の 2020 年調査の 5項目は全て共通しており、加えて 4項目があった。【効果･効率的な保健事業・

保健活動の展開】32項目中では、「家庭訪問をする」、「事業をきっかけに住民同士のつながりを

つくる」等の 4項目が共通しており、加えて 3項目があった。【住民による主体的な保健活動の

促進】4項目中では「住民が主体的に保健活動に取り組めるようにする」は共通しており、加え

て 1項目があった。【市区町村内の保健師間の連携の促進・強化】6項目中では、「組織内保健師

間でケースを共有する」等 2項目は共通しており、加えて 1項目があった。他に重視していた活

動はなかった。 

(5) COVID-19 禍において以前よりも重視するようになった活動方法について、2020 年調査の上

位 10位と 2021 年調査の 5割以上が重視している活動方法で共通していたのは、「さまざまな機

会を活用して住民の健康状態を把握する」、「健診データを分析する」、「NDB、KDB や介護 DB等の

データを活用する」、「事業の効果を考慮しながら優先順位を判断する」、「重点活動のために、そ

の他の事業を整理する」、「内容や回数を減らし事業を継続する」、「住民が主体的に保健活動に 

 



 

 

 

取り組めるようにする」の 7項目であった。 

 COVID-19 禍により感染対策及び新しい生活様式が求められ、住民は外出を伴う保健事業の利

用を控えがちになり、保健師は対面や集合による活動方法をこれまでと同様には行えなくなっ

た。市町村保健師は、保健サービスを継続して提供するために、従来から重視していた「事業の

ターゲットを設定する」等の活動方法に、「事業の内容や回数を減らす」等の活動方法を新たに

重視して対応しようとしていると考えられる。また、住民の健康課題が潜在化しないように、「家

庭訪問する」等の従来から重視していたアウトリーチ型の活動方法も重視していると考えた。さ

らに、住民や関係者に直接会って情報を得る機会が減る状況となったことから、データの活用や

様々な機会の利用により、情報収集する努力をしていると考えられる。 
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